
別表第２（第８条関係） 

 

書類の名称 注意 

契約書の写し ・工事請負契約書又は売買契約書の写し。 

登記全部事項証明書 
・所有権保存登記又は所有権移転登記（本補助事業の対象

登記）がなされているもの 

検査済証の写し又は帳

記載証明書（原本）等 

・建築基準法等の規定に適合し、完了検査を受けたことが

わかるもの 

求積図表、平面図、立

面図 

・検査済証の写し又は帳記載証明書（原本）等がない場

合のみ必要。 

付近見取図 ・住宅地図等に住宅の位置を明示すること。 

配置図 
・方位、縮尺、寸法、敷地境界、敷地に接する道路の位置

及び幅員がわかるもの 

世帯全員の住民票 ・補助対象住宅に転居後のもの 

戸籍の附票 
・住民票だけでは居住要件が確認できない場合のみ必

要。 

市税等の納税証明書 

・補助対象者のもの 

・交付申請日の属する年の１月１日現在において住民票を

有していた市区村町の納税証明書を提出すること。 

・非課税の場合は非課税証明書で代替えできるものとす

る。 

断熱等性能等級証明書 

・新築住宅及び建売住宅の場合に必要。 

・断熱等性能等級５以上であることが確認できる第三者機

関による証明書等。 

例）ＢＥＬＳ等の評価書、長期優良住宅建築等計画認定

通知書、設計住宅性能評価書等の写し 

耐震性能が確認できる

書類 

・中古住宅かつ昭和56年５月31日以前に建築されたものの

場合のみ必要。 

・構造計算書等で、耐震評点が1.0以上(非木造住宅にあっ

ては、0.6以上)であることが確認できるもの 

交付決定通知 
・国又は県が実施する住宅取得額に対する補助金の交付を

受けている場合、その交付決定額がわかるもの 

その他、必要に応じて

市長が指定する書類 
 

 


